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固定資産税

　 固定資産税は、 土地・ 家屋・ 償却資産（ こ れら を総称し て「 固定資産」

と いいま す。） の所有者に対し 、 その固定資産の価格（ 適正な時価） に応

じ て課さ れる 税です。

■納税義務者

　 固定資産税の納税義務者は、 毎年１ 月１ 日（ 賦課期日）現在の固定資産の所有者です。

　 具体的には、 次に掲げる 登記簿など に所有者と し て登記又は登録さ れている 方です。

土　 　 地 …… 登記簿又は土地補充課税台帳

家　 　 屋 …… 登記簿又は家屋補充課税台帳

償却資産 …… 償却資産課税台帳

※　 ただし 、 所有者と し て登記又は登録さ れている 方が、 賦課期日前に死亡し ている 場合など には、

賦課期日現在、 その固定資産を現に所有し ている 方（ 相続人など）が納税義務者と なり ま す。

■課税の対象と なる資産

土　 　 地 …… 田、 畑、 宅地、 山林、 雑種地などの土地

家　 　 屋 …… 住宅、 店舗、 工場、 倉庫、 事務所などの建物

償却資産 …… 土地・ 家屋以外の事業の用に供する 資産で、 構築物、 機械及び装置、 工具、 器具及び備

品など

・ パソ コ ンを家庭用と し て使用し ている 場合には課税の対象と なり ま せんが、 事業用と

し て使用し ている 場合は償却資産と し て課税の対象と なり ま す。

・ 自動車・ 原動機付自転車のよ う に自動車税（ 種別割）・ 軽自動車税（ 種別割）の課税の対

象と なる も のは、 償却資産の範囲から 除かれま す。

■税額の算出

　 固定資産は、 総務大臣が定めた「 固定資産評価基準」 に基づき 評価し 、 適正な時価によ り 価格を決定し

ま す。

　 土地・ 家屋については、 原則として３ 年に一度の基準年度に評価替えを行い、 第二年度及び第三年度は新た

な評価は行わず、 基準年度の価格をそのま ま 据え置き ま す（ 令和６ 年度は基準年度にあたり ま す。 ） 。

　 ただし 、 基準年度以外の年度において、 土地の地目変換・ 分合筆、 家屋の増改築など があっ た場合は

評価替えを行い、 改めて価格を決定し ま す。

　 ま た、 地価が下落し 、 価格を 据え置く こ と が適当でないと 認めら れる 地域の土地については、 第二年

度又は第三年度においても 、 基準年度の価格にその下落状況を反映さ せる 修正を加えて、 評価の適正化・

均衡化を図り ま す。

　 償却資産については、 毎年所有者の申告に基づき 評価し 、 価格を決定し ま す。

　 原則と し て価格が課税標準額と なり ま すが、 土地における 負担調整措置や住宅用地など に対する 課税

標準の特例が適用さ れる 場合は、 それら の適用後の額が課税標準額と なり ま す。

固定資産を評価し 、 その価格を決定し 、 その価格をも と に課税標準額を算定

課税標準額×税率（ 1.4％）＝税額
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■土地に対する課税

　 用途や街路の状況、 宅地の利用上の便など

　 から みて状況が類似する 地域ごと に区分

　 主要な街路及び標準宅地（ 位置、 形状など が

　 標準的なも の） の選定

　 主要な街路の路線価の付設

●評価のし く み

　 その他の街路の路線価の付設

（ 主要な街路と の状況の違いを総合的に考慮し て付設し ま す。）

　 各筆の評価

（ 路線価を基礎と し て、 画地の奥行、 間口など の状況を考慮し 、 画地計算を行って評価し ま す。）

　 土地の位置、 利用状況など を考慮し 、 付近の土地の評価額に比準し て評価し ま す。

地価公示価格、 県地価調査価格及び

鑑定評価価格の 7 割を目途と し ま す。

（ 主要な街路）

（ 各筆の土地）

（ 標準宅地）

●地目別の評価方法

【 宅地の評価方法】

【 農地、 山林の評価方法】

・ 土地は、 固定資産評価基準に基づき 、 売買実例価額を も と に算定し た正常売買価格を 基礎と して、

その年の１ 月１ 日（ 賦課期日） 現在の状況によ る 地目（ 田、 畑、 宅地、 山林、 雑種地など ） に応じ て、

地目別に定めら れた評価方法によ り 評価し ま す。

・ 地積は、 原則と し て登記簿に登記さ れている 地積によ り ま す。

【 雑種地等の評価方法】

免税点 …… 同一区内に所有する 固定資産の課税標準額の合計がそれぞれ次の額に満たない場合、 固

定資産税は課税さ れま せん。

土　 地…30万円　 　 家　 屋…20万円　 　 償却資産…150万円

※　 土地・ 家屋の納税通知書には「 課税明細書」 を添付し ていま すので、 資産ごと の課税内容を確認す

る こ と ができ ま す。

　 原則と し て、 状況の類似する 地区ご と に標準地を 選定し 、 その標準地の価格に比準し て評価し ま す。

ただし 、 市街化区域農地や転用許可を 受けた農地など については、 状況が類似する 宅地の評価額を 基準

と し 、 造成費に相当する 額を控除し て評価し ま す。

（ その他の街路）
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●固定資産税路線価等の公開

　 土地の評価に対する 理解と 認識を 深めていただく ために、

評価額の基礎と なる 路線価を公開し ていま す。 ま た、 標準宅

地等の所在についても 公開し ていま す。

【 公開場所】

　 市税事務所資産税課・ 市税分室資産税担当

川崎市ホームページ「 ガイ ド マッ プかわさ き」

（ https ://kawas aki.g eoc loud .jp/webg is /? p= 1 ） でも 公開
し ていま す。

【 路線価】

　 路線価と は、 街路に付設さ れた価格のこ と であり 、 具体的

には、 その街路に接する 標準的な宅地の１ ㎡あたり の価格を

いいま す。

　 ま た、

【 標準宅地】

　 標準宅地と は、 市内の地域ごと に、 その主要な街路に接し

た標準的な宅地をいいま す。

　 こ の主要な街路の路線価は、 標準宅地の地価公示価格、 県

地価調査価格及び鑑定評価価格を も と にし て求め、 その他の

街路の路線価は、 主要な街路の路線価を も と にし て街路の幅

員や駅から の距離など に応じ て求めま す。

　 住宅用地（ 人の居住の用に供する 家屋の敷地）は、 課税標準の特例措置が設けら れていま す。

●住宅用地に対する課税標準の特例

　 特例措置の対象と なる「 住宅用

地」の面積は、 家屋の敷地面積に

右の表の住宅用地の率を 乗じ て求

めま す（ た だし 、 対象と な る 土地

の面積が家屋の延床面積の10倍を

超える 場合は、 10倍の面積に住宅

用地の率を乗じ て得た面積）。

区　 　 分 特　 例　 率

小規模住宅用地（ 住宅用地のう ち住宅１ 戸あたり 200㎡以下の部分） 価格の６ 分の１

一般住宅用地（ 小規模住宅用地以外の住宅用地） 価格の３ 分の１

　【 住宅用地の範囲】

「 併用住宅」と は、 その一部を人の居住の用に供する 家屋をいいま す。

＊1 「 専用住宅」と は、 専ら 人の居住の用に供する 家屋をいい、 共同住宅・ 寄宿舎なども 含みま す。

＊2　「 居住部分の割合」と は、 家屋の延床面積に対する 居住部分の床面積の割合をいいま す。

家　 屋 居住部分の割合 住宅用地の率

専用住宅 全　 部

併

用

住

宅

4 階建て以下
4 分の 1 以上 2 分の 1 未満

2 分の 1 以上

5 階建て以上

4 分の 1 以上 2 分の 1 未満

2 分の 1 以上 4 分の 3 未満

4 分の 3 以上

1.0

1.0

1.0

0.5

0.5

0.75

＊1 ＊2

11B
（ 455）

14C
（ 276）

13C
（ 274）

17C
（ 269）

18C
（ 273）

15C
（ 277）

16C

（ 267）

12b
（ 300）

10B

（ 474）

用途地区区分

B  普通商業地区

b  併用住宅地区
C  普通住宅地区

標準宅地位置
主要な街路
その他の街路

（ 数字）は路線価

路線番号

路線価

（ 単位  ：   千円）

用途地区区分

（ 474）

10B

（ 例）

路線価の公開例 〇〇区〇〇２ 丁目付近

https://kawasaki.geocloud.jp/webgis/?p=1
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●被災住宅用地に対する特例

　 住宅が災害によ り 滅失・ 損壊し た場合で、 やむを 得ない事情によ り 住宅用地と し て使用でき ないも の

と 認めら れる 土地は、 災害の発生後２ 年度分（ 避難指示期間が震災などの発生し た年の翌年以降に及んだ

場合は、避難指示解除後３ 年度分。 被災市街地復興推進地域が定めら れた場合は、災害の発生後４ 年度分）

を限度と し て住宅用地の特例が適用さ れま す。

●住宅用地の申告について

次のよ う な場合、 土地を所有し ている 方は、 申告が必要です。

・ 住宅を新築し 、 その敷地が新たに住宅用地になった場合

・ 住宅を取り 壊し 、 その敷地が住宅用地でなく なった場合

・ 事務所・ 店舗などを住宅に改築し 、 その敷地が住宅用地になった場合

・ 住宅を事務所・ 店舗など に改築し 、 その敷地が住宅用地でなく なった場合

・ 住宅の一部の用途を変更し 、 居住部分の割合が変わった場合

・ １ 月１ 日現在、 住宅を建替え中の場合

●市街化区域農地に対する課税標準の特例

市街化区域農地（ 生産緑地地区の指定を受けたも のなどを除く 。） は、 課税標準の特例措置（ 特例率： 価

格の３ 分の１ ）が設けら れていま す。

●税負担の調整措置

土地の税負担については、 負担水準の

均衡化を重視する こ と を基本と し 、 次の

よ う な調整措置がと ら れていま す（ 負担

調整措置と いいま す。）。

申告期限

申 告 先

…令和７ 年１ 月31日（ 令和７ 年度分）

…土地の所在する区を担当する市税事務所資産税課土地係・ 市税分室資産税土地担当

１ . 住宅用地・ 市街化区域農地

負担水準 負　 担　 調　 整　 措　 置

100％以上 令和６ 年度価格×住宅用地（ 市街化区域農地）特例率ま で課税標準額を引下げ

100％未満

令和５ 年度課税標準額 ＋令和６ 年度価格×住宅用地（ 市街化区域農地）特例率×５ ％

ただし 、 こ の額が令和６ 年度価格×住宅用地（ 市街化区域農地）特例率の100％を上回る

場合は100％相当額、 20％を下回る 場合は20％相当額と する 。

２ . 商業地等（ 住宅用地・ 市街化区域農地以外の宅地評価土地）

負担水準 負　 担　 調　 整　 措　 置

70％超 令和６ 年度価格×70％ま で課税標準額を引下げ

60％以上

70％以下
令和５ 年度課税標準額に据置き

60％未満

令和５ 年度課税標準額＋令和６ 年度価格×５ ％

ただし 、 こ の額が令和６ 年度価格の60％を 上回る 場合は60％相当額、 20％を 下回る 場

合は20％相当額と する 。

＊1　  「 負担水準」 と は、 新価格に対する 前年

度課税標準額の割合のこ と です。

　 　 令和５ 年度の課税標準額
負担水準＊1＝　

 　 令和６ 年度の価格（ ×特例率）
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■家屋に対する課税

固定資産評価基準に基づき 、 再建築価格を基準に評価し ま す。

●新築家屋の評価

評価額＝再建築価格＊ 1 ×経年減点補正率＊ 2 ×設計管理費等による補正率＊ 3

＊1　「 再建築価格」 と は、 評価の対象と なった家屋と 構造、 規模、 形態等が同一であり 、 資材と その量

がほぼ同様である も のを評価の時点でその場所に新築する も のと し た場合に必要と さ れる 建築費

です。

＊2　「 経年減点補正率」 と は、 家屋の建築後の年数の経過によ って生ずる 損耗の状況によ る 減価を表し

＊3　「 設計管理費等によ る 補正率」 と は、 工事原価に含ま れていない設計管理費、 一般管理費等負担額

たも のです。

の費用を基礎と し て定めたも のです。

●新築家屋以外の家屋(既存の家屋)の評価

評価額は、 ３ 年に一度の基準年度ご と に新築家屋と 同様に求めま すが、 その

価額が前年度の価額を超える 場合は、 通常、 前年度の価額に据え置かれま す。

（ なお、 増改築や損壊など がある 家屋は、 こ れら を考慮し て再評価さ れま す。）

70

100

60

0

100

0

20

Ａ Ａ
前年度の課税標準額

＋
価格×特例率×5％

Aが価格×特例率の
100％を上回る場合は100％

Aが価格の60％を
上回る場合は60％

Aが価格の20％を
下回る場合は20％

Aが価格×特例率の20% を
下回る場合は20％

前年度の課税標準額
＋

価格×5％

価　 格

税負担据置き

税 負 担引 下 げ
（ 価格×7 0 ％ ）

価　 格

課税標準の特例措置

固 定 資 産 税 価格×1/6又は1/3

都 市 計 画 税 価格×1/3又は2/3

準
水
担
負

準
水
担
負

②商業地等
（ 住宅用地・ 市街化区域農地以外の宅地評価土地）

①住宅用地・ 市街化区域農地

20
(% )

(% )
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●新築住宅に対する減額措置

新築さ れた住宅が次の要件を 満たす場合、 居

住部分に対する 固定資産税の税額の２ 分の１ が

右の期間減額さ れま す。

ただし 、 居住部分が120㎡を超える 場合は、 120

㎡に相当する 税額の２ 分の１ が減額さ れま す。

【 減額措置の要件】

１ . 専用住宅、 共同住宅及び併用住宅（ 居住部分の床面積の割合が２ 分の１ 以上のも のに限ら れま す。） で

ある こ と（ 区分所有家屋は、 専有部分ごと に判定し ま す。）。

２ . 居住部分の床面積が50㎡（ アパート など一戸建以外の貸家住宅は一区画が40㎡） 以上280㎡以下である

こ と（ 区分所有家屋は、 あん分し た共用部分の床面積を含めて判定し ま す。）。

●認定長期優良住宅に対する減額措置

平成21年６ 月４ 日から 令和８ 年３ 月31日ま で

の間に上記「 新築住宅に対する 減額措置」 の要件

を 満たす認定長期優良住宅を 新築し た場合、 申

告によ り 、 居住部分（ 120㎡相当分ま で） に対する

固定資産税の税額の２ 分の１ が右の期間減額さ

れま す（ 上記「 新築住宅に対する 減額措置」よ り ２

年度分長く 減額さ れま す。）。

●耐震改修を行っ た住宅に対する減額措置

　 昭和57年１ 月１ 日以前に建てら れた一定の住

宅で、 現行の耐震基準に適合する 改修工事を行

う など 一定の要件を 満たす場合、 工事完了日か

ら ３ か月以内の申告によ り 、 居住部分（ 120㎡相

当分ま で） に対する 固定資産税の税額の２ 分の１

が右の期間減額さ れま す。

　 ※　 対象と なる 住宅のう ち、 建築物の耐震改修の促進に関する 法律に規定する 通行障害既存耐震不適

格建築物の改修に該当する も のについては、 減額さ れる 期間が２ 年度分と なり ま す。

●耐震改修を行っ た認定長期優良住宅に対する減額措置

　 昭和57年１ 月１ 日以前に建てら れた一定の住

宅で、 認定長期優良住宅の認定を 受けて現行の

耐震基準に適合する 改修工事を 行う など 一定の

要件を 満たす場合、 工事完了日から ３ か月以内

の申告によ り 、 居住部分（ 120㎡相当分ま で） に対

する 固定資産税の税額の３ 分の２ が右の期間減

額さ れま す。

　 ※　 対象と なる 住宅のう ち、 建築物の耐震改修の促進に関する 法律に規定する 通行障害既存耐震不適

格建築物の改修に該当する も のについては、 減額さ れる 期間が２ 年度分（ １ 年度目は３ 分の２ 、 ２

年度目は２ 分の１ の減額）と なり ま す。

区　 分 減額さ れる期間

一般住宅
（ 下記以外の住宅）

新築後３ 年度分

３ 階建以上の準耐火・
耐火構造の住宅

新築後５ 年度分

区　 分 減額さ れる期間

一般住宅
（ 下記以外の住宅）

新築後５ 年度分

３ 階建以上の準耐火・
耐火構造の住宅

新築後７ 年度分

耐震改修を
行っ た年月日

減額さ れる期間

平成25年１ 月１ 日から
令和８ 年３ 月31日まで

工事完了年の翌年１ 月
１ 日を賦課期日と する
課税年度から １ 年度分

耐震改修を
行っ た年月日

平成29年４ 月１ 日から
令和８ 年３ 月31日まで

工事完了年の翌年１ 月
１ 日を賦課期日と する
課税年度から １ 年度分

減額さ れる期間
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●バリ アフ リ ー改修工事を行っ た住宅に対する減額措置

　 新築さ れた日から 10年以上を 経過し た一定の

住宅で、 法令で定めら れたバリ ア フ リ ー改修工

事を 行う など 一定の要件を 満たす場合、 工事完

了日から ３ か月以内の申告によ り 、 居住部分（ 100

㎡相当分ま で） に対する 固定資産税の税額の３ 分

の１ が右の期間減額さ れま す。

●省エネ改修工事を行っ た住宅に対する減額措置

　 平成26年４ 月１ 日以前に建てら れた一定の住

宅で、 法令で定めら れた省エネ改修工事を 行う

など 一定の要件を 満たす場合、 工事完了日から

３ か月以内の申告によ り 、 居住部分（ 120㎡相当

分ま で） に対する 固定資産税の税額の３ 分の１ が

右の期間減額さ れま す。

●省エネ改修工事を行っ た認定長期優良住宅に対する減額措置

　 平成26年４ 月１ 日以前に建てら れた一定の住

宅で、 認定長期優良住宅の認定を 受けて法令で

定めら れた省エネ改修工事を 行う など 一定の要

件を 満たす場合、 工事完了日から ３ か月以内の

申告によ り 、 居住部分（ 120㎡相当分ま で） に対す

る 固定資産税の税額の３ 分の２ が右の期間減額

さ れま す。

省エネ改修を
行っ た年月日

減額さ れる期間

令和４ 年４ 月１ 日から
令和８ 年３ 月31日まで

工事完了年の翌年１ 月
１ 日を賦課期日と する
課税年度から １ 年度分

省エネ改修を
行っ た年月日

減額さ れる期間

令和４ 年４ 月１ 日から
令和８ 年３ 月31日まで

工事完了年の翌年１ 月
１ 日を賦課期日と する
課税年度から １ 年度分

●大規模の修繕等が行われたマンショ ンに対する減額措置

大規模の修繕を
行っ た年月日

減額さ れる期間

令和５ 年４ 月１ 日から
令和７ 年３ 月31日まで

工事完了年の翌年１ 月
１ 日を賦課期日と する
課税年度から １ 年度分

申告方法など、 詳し く は家屋の所在する区を担当する市税事務所

資産税課家屋係・ 市税分室資産税家屋担当へお問い合わせく ださい。

バリ アフ リ ー改修を
行っ た年月日

減額さ れる期間

平成28年４ 月１ 日から
令和８ 年３ 月31日まで

工事完了年の翌年１ 月
１ 日を賦課期日と する
課税年度から １ 年度分

　 新築さ れた 日か ら 20年以上を 経過し た 総戸

数10戸以上の区分所有マ ン シ ョ ン で 、 法令で

定めら れた ２ 回目以降の長寿命化工事を 行う

な ど 一定の要件を 満た す場合、 工事完了日か

ら ３ か月以内の申告によ り 、 居住部分（ 100㎡

相当分ま で ） に対する 固定資産税の税額の２

分の１ が右の期間減額さ れま す。
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■土地価格等縦覧帳簿・ 家屋価格等縦覧帳簿の縦覧

　 固定資産税の納税者の方は、 固定資産の価格など を 記載し た土地価格等縦覧帳簿又は家屋価格等縦覧

帳簿を無料でご覧になる こ と ができ ま す。

　 こ れによ り 、 所有し ている 土地・ 家屋のほか、 同一区内の土地・ 家屋の価格も 確認する こ と ができ ま

す（ ただし 、 土地のみを所有し ている 方は家屋の帳簿を、 家屋のみを所有し ている 方は土地の帳簿をご覧

になる こ と ができ ま せん。）。

　 縦覧期間は毎年４ 月１ 日から 第１ 期の納期限ま での間です（ 土曜日、 日曜日、 祝日を除く 。）。

　 なお、 縦覧に来ら れる 際には、 ご本人である こ と を確認でき る 書類（ 62ページの「 証明書と 閲覧」の項目

の本人確認書類と 同様）をお持ちく ださ い（ 代理人の場合は委任状も 必要です。）。

■納付の方法

　 固定資産税は、 納税通知書によ り ４ 月、 ７ 月、 12月、 翌年２ 月の通常年４ 回に分けら れた税額を、 そ

れぞれの納期限ま でに納めていただき ま す。

【 分譲マンショ ンなどの区分所有家屋の敷地をお持ちの場合】

　 区分所有家屋の区分所有者の全員によ っ て共有さ れている 土地で、 次に該当する 場合は、 各共有者の

土地の持分の割合などに応じ た税額を個々に納めていただき ま す。

１ . 各区分所有者の専有部分の床面積の割合と 土地の持分の割合が一致する 場合

２ . 上記「 １ 」の割合は一致し ないが、 共有者の全員の合意によ り 分割割合を定め、 申出書を市長宛てに提

出し 認めら れた場合

■償却資産に対する課税

　 償却資産の所有者は、 毎年１ 月１ 日（ 賦課期日）

の資産の状況など を 申告し てく ださ い。 こ の申

告を 基に、 固定資産評価基準によ り 、 取得価額

を 基礎と し て、 取得後の経過年数に応ずる 価値

の減少（ 減価）を考慮し て評価し ま す。

　 申告が必要な資産は、 耐用年数が１ 年以上、 か

つ、 取得価額（ １ 個又は１ 組あたり ） が10万円以

上の資産です。

　 なお、 申告にはイ ンタ ーネッ ト を利用し た「 ｅ

Ｌ Ｔ Ａ Ｘ （ エルタ ッ ク ス ）」 のご 利用が便利です

（ 48ページ参照）。

減価率…… 耐用年数に応じ た減価率が固定資産評

価基準に定めら れていま す。

【 前年中に取得さ れた償却資産】

【 前年前に取得さ れた償却資産】

申告期限…毎年１ 月31日
（ 土・日・ 祝日にあたるときは翌開庁日）

申 告 先…かわさ き 市税事務所資産税課
償却資産担当

評価額＝前年度の評価額×(１ －減価率)

評価額＝取得価額×(１ －　 　 　 　 )
減価率

２
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　 都市計画税は、 下水道、 公園緑地、 道路など の都市計画事業又は土地区画整理事業に要する 費用に充

てる ために課税さ れる 目的税です。

　 令和６ 年度予算では、対象事業の事業費約393億円に対し て、都市計画税収約289億円を充当し ていま す。

■納税義務者

　 都市計画税の納税義務者は、 毎年１ 月１ 日（ 賦課期日） 現在、 土地・ 家屋を所有する 方で、 固定資産税

において所有者と さ れている 方です。

■課税の対象と なる資産

　 都市計画法によ る 都市計画区域のう ち、 原則と し て市街化区域内に所在する 土地・ 家屋です（ 償却資産

は課税の対象にはなり ま せん）。

■課税標準額

　 固定資産の価格が原則と し て都市計画税の課税標準額と なり ま す。

　 ま た、 固定資産税で適用さ れた課税標準の特例などについては一部のも のを除き 適用さ れま す。

　 なお、 課税標準の特例など が適用さ れる 場合は、 それら の適用後の額が課税標準額と なり ま す。

■税額の算出

■免税点

　 固定資産税が免税点未満のも のには課税さ れま せん。

■土地の特例措置

　 都市計画税でも 、 固定資産税と 同様に次のよ う な特例措置が適用さ れま す。

●住宅用地・ 市街化区域農地に対する課税標準の特例

■納付の方法

　 都市計画税は、 ４ 月、 ７ 月、 12月、 翌年２ 月の通常年４ 回に分けら れた税額を、 それぞれの納期限ま

でに固定資産税（ 土地・ 家屋）と 併せて、 同一の納税通知書によ り 納めていただき ま す。

■「 わがまち特例」による固定資産税及び都市計画税の特例措置について

　 平成24年度税制改正によ り 、 地方税の特例措置について、 国が一律に定めていた内容を 地方自治体が

自主的に判断し 、 条例で決定でき る よ う にする 仕組み「 地域決定型地方税制特例措置（ 通称： わがま ち特

例）」が導入さ れま し た。

　 ※　 右表は、 令和６ 年３ 月時点での法律案等によ り 作成し ています。 川崎市における 各特例の割合等

の詳細について は、 川崎市ホ ーム ページ（ https://w w w .city.kaw asaki.jp/230/page/0000038964.

htm l）にて掲載し ていま す。

都市計画税

課税標準額×税率（ 0.3％） ＝税額

小規模住宅用地 価格の 3 分の1

一般住宅用地 価格の 3 分の2

市街化区域農地 価格の 3 分の2

※　 被災住宅用地に対する 特例と 税負担の調整

措置については、 固定資産税と 同様です。

https://www.city.kawasaki.jp/230/page/0000038964.
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特例措置対象資産 税目

1
固定資産税（ 家屋・ 償却資産）
都市計画税（ 家屋）

2 居宅訪問型保育事業実施施設
固定資産税（ 家屋・ 償却資産）
都市計画税（ 家屋）

3 事業所内保育事業実施施設
固定資産税（ 家屋・ 償却資産）
都市計画税（ 家屋）

4 汚水又は廃液の処理施設 固定資産税（ 償却資産）

5 下水道除害施設 固定資産税（ 償却資産）

６
都市再生緊急整備地域の公共施設等 固定資産税（ 家屋・ 償却資産）

都市計画税（ 家屋）

固定資産税（ 土地・ 家屋・ 償却資産）
都市計画税（ 土地・ 家屋）

固定資産税（ 土地・ 家屋・ 償却資産）
都市計画税（ 土地・ 家屋）

固定資産税（ 土地）
都市計画税（ 土地）

固定資産税（ 土地）
都市計画税（ 土地）

特定都市再生緊急整備地域の公共施設等

再生可能エネルギー発電設備
（ 太陽光（ 自家消費型） 、 風力、 水力、 地熱、 バイ オマス）
※資産ごと に規模（ 出力） 要件があり ます。

７ 固定資産税（ 償却資産）

固定資産税（ 家屋）

固定資産税（ 償却資産）

固定資産税（ 家屋）

固定資産税（ 償却資産）８

９

10

11

浸水防止用設備

12

特定事業所内保育施設  （ 令和６ 年３ 月31日取得分まで）
＊ 

13

14

15

市民緑地

浸水被害軽減地区

滞在快適性等向上施設

雨水貯留浸透施設

サービス付き 高齢者向け賃貸住宅

大規模の修繕等が行われたマンショ ン

＊　  ９ については事業所内保育事業と 同じ 業務を 目的と する 認可外保育施設のう ち政府の補助を 受けて

保育サービ ス を提供する 施設です。

■中小事業者等が新規取得し た生産性向上や賃上げ促進に資する機械装置等に係る償却資産の課税標準の
　 特例措置

家庭的保育事業実施施設

　 中小事業者等が「 川崎市導入促進基本計画」 に合致する 「 先端設備等導入計画」 を 策定し 、 本市の認

定を 受けて、 令和５ 年４ 月１ 日から 令和７ 年３ 月31日ま での間に取得し た一定の機械装置等について、

新たに固定資産税が課さ れる こ と と なっ た年度から ３ 年度分に限り 、 固定資産税の課税標準が２ 分の１

になり ま す。

　 さ ら に、 「 先端設備等導入計画」 に従業員へ一定の賃上げ方針の表明を 記載し た場合は、 令和５ 年４

月１ 日から 令和６ 年３ 月31日ま での間に取得し た場合は５ 年度分、 令和６ 年４ 月１ 日から 令和７ 年３ 月

31日ま での間に取得し た場合は４ 年度分に限り 、 固定資産税の課税標準が３ 分の１ になり ま す。
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Q&A 固定資産税・ 都市計画税

　 固定資産の評価替えと は何ですか。

A 　

　

Q

Q

☆固定資産の評価替えと は？

☆年の中途で土地の売買があっ た場合は？

　Q

A

☆住宅の税額が急に上がっ たのは？

Ａ

　 固定資産の評価替えと は、 地方税法で定めら れた固定資産評価基準に基づき 、 ３ 年に一度の基

準年度（ 令和６ 年度が基準年度） に土地・ 家屋の評価を見直すこ と をいいます。 膨大な量の土地・

家屋について毎年度評価を 見直すこ と は、 実務的には事実上不可能であるこ と などから 、 ３ 年ご

と に評価を見直す制度がと ら れていると こ ろ です。

　 原則とし て価格は３ 年間据え置かれますが、 地価が下落し 、 価格を据え置く こと が適当でないと 認

められる地域の土地については、 令和７ 年度（ 第二年度）又は令和８ 年度（ 第三年度）においても、 基

準年度の価格にその下落状況を反映させる修正を加えて、 評価の適正化・ 均衡化を図ります。

　 わたし は、 令和５ 年10月に自己所有地の売買契

約を 締結し 、 令和６ 年２ 月には買主への所有権移転

登記を 済ませまし た。 令和６ 年度の固定資産税・ 都

市計画税は誰に課税さ れますか。

　 地方税法の規定に基づき、 土地については毎年１

月１ 日（ 賦課期日） 現在、 土地の登記簿に所有者と し

て登記さ れている 人に対し 、 当該年度分の固定資産

税・ 都市計画税を 課税し ます。 し たがっ て、 令和６

年度の固定資産税・ 都市計画税はあなたに課税さ れ

ます。

　 令和６ 年度固定資産税・ 都市計画税の納税通知書が届き まし たが、 家屋の固定資産税について

は昨年度に比べ約２ 倍の税額でし た。 計算違いではないでし ょ う か。

　 なお、 家屋は令和２ 年11月に建築し た木造住宅（ ２ 階建）で、 広さ は約90㎡です。

　 あなたの家屋に対する固定資産税の税額は、新築住宅減額措置により 令和３ 年度から ３ 年間２ 分

の１ と さ れていまし たが、 令和５ 年度を も っ てその適用期間が満了し まし たので、 今年度の税額

と なり まし た。

　 なお、 納税通知書に添付し ている課税明細書には、 減額適用期間が満了し たこ と を 記載し てい

ますのでご確認く ださ い。
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Q&A 固定資産税・ 都市計画税

　 あなたが所有し ている土地の場合は、 小規模住宅用地（ 200㎡まで） に該当し ますので 、 住宅

用地に対する課税標準の特例が適用さ れます。

　 次の評価があっ たと し て税額を計算し てみます。

[ 平成 25 年度の土地の課税標準額 ]　 　 固定資産税　  5 ,800 ,000 円

都市計画税　  13 ,900 ,000 円

[ 平成 26 年度の土地の価格 ]   41 ,400 ,000 円

[ 平成 26 年度の家屋の価格 ]  7 ,089 ,000 円

Q

A

☆住宅及び住宅用地の税額の計算は？

わたし の所有し ている土地は189㎡で、 専用住宅が1戸建っています。 その場合の令和６ 年度の固

定資産税・ 都市計画税の税額はいくらになるのか教えてく ださい。

［ 令和５ 年度の土地の課税標準額］

［ 令和６ 年度の土地の価格］

［ 令和６ 年度の家屋の価格］

１ ． 土地の課税標準額

　 ⑴　 固定資産税の課税標準額を求めます。

　 　 ①負担水準

　 　 　 負担水準＝5,800 ,000円÷（ 41 ,400 ,000円×１ ／６［ 特例率］）≒0.840

　 　 ②負担水準が「 100％未満」であるため、 令和５ 年度課税標準額に「 令和６ 年度価格×特例率×

５ ％」を加えます。

　 　 　 課税標準額=5 ,800 ,000円+345 ,000円=6 ,145 ,000円

　 　 　 し たがっ て、 令和６ 年度の固定資産税の課税標準額は、 6,145 ,000円と なり ます。

　 ⑵　 都市計画税の課税標準額を求めます。

　 　 ①負担水準

　 　 　 負担水準＝13 ,900 ,000円÷（ 41 ,400 ,000円×１ ／３［ 特例率］）≒1.007

　 　 ②負担水準が「 100％以上」 であるため、 令和６ 年度価格×特例率まで課税標準額を引き下げ

ます。

　 　 　 課税標準額＝41,400 ,000円×１ ／３ ＝13 ,800 ,000円

　 　 　 し たがっ て、 令和６ 年度の都市計画税の課税標準額は、 13 ,800 ,000円と なり ます。

２ ． 家屋の課税標準額

　 　 固定資産税・ 都市計画税と も に、 価格が課税標準額と なり ます。 　 7 ,089 ,000円

３ ． 固定資産税・ 都市計画税の税額

円672,581＝］率税［％4.1×）円000,980,7＋円000,541,6（ …… 税産資定固　　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ⇒185 ,200円（ 100円未満切捨て）

円766,26＝］率税［％3.0×）円000,980,7＋円000,008,31（ …… 税画計市都　　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ⇒62 ,600円（ 100円未満切捨て）

し たがっ て、 令和６ 年度の固定資産税・ 都市計画税の税額は、

185 ,200円＋62 ,600円＝247 ,800円　 と なり ます。


